
特定健診・特定保健指導
医師会の役割

平成１９年４月２１日

日本医師会常任理事

内田健夫



医療制度改革

社会・経済の変化社会・経済の変化

• 国・地方の財政悪化
→ 「小さな政府」、「官から民

へ」、地方分権の進展
• 経済の低成長時代の到来
→健康、医療を、数少ない成
長マーケットと位置づけ

• ＩＴの進歩、普及
• 経済のグローバル化

医療財政医療財政

• 少子化の進展
→保険財政の担い手
• 高齢化の進展
→医療費増大
• 疾病構造の変化
（生活習慣病）
→予防へのシフト
• 保険財政の悪化

患者、医療側の変化患者、医療側の変化

• 医師と患者の関係
• インフォームドコンセント
• 医療情報

• 医療機能の分化、連携
• 在宅医療、介護保険
• 医師、医療機関の偏在
• 医療安全
• 患者、医師の専門医志向
• コ・メディカルの地位向上

平成１８年医療制度改革の背景



医療法・健康保険法関連法案
（平成１８年６月成立）

• 中央から地方へ

• 官から民へ

• 良質な医療の確保と均てん化

• 機能分化と連携

• 予防の重視

• 医療費適正化

• 持続可能な医療制度の確立



健康保険法等の一部を改正する法律

①医療費適正化の総合的な推進

・医療費適正化計画の策定、保険者に対する一定の予防健
診の義務付け

・保険給付の内容、範囲の見直し等

・介護療養型医療施設の廃止

②新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療制度の創設、
前期高齢者の医療費にかかる財政調整）

③都道府県単位の保険者の再編・統合（国保の財政基盤強化、
政管健保の公法人化等） 等



医療構造改革・生活習慣病対策推進
健診・保健指導の重点化・効率化

内臓脂肪症候群等の該当者・予備群に対す
る保健指導を徹底するため、効果的・効率的
な健診の実施により、該当者・予備群の確実
な抽出を図るとともに、健診の結果を踏まえ、
保健指導の必要度に応じた対象者の階層化
を図り、動機づけの支援を含めた保健指導プ
ログラムの標準化を図る。



健診・保健指導：制度改正の背景

• 健康増進計画、健康日本２１等の取り組みの
見直し

• 高齢化と疾病構造の変化

• 治療から予防へ ： 生活習慣病対策

• 医療費適正化 ： 財政支出削減

• 健診・保健事業：保険者の義務化

• 保険者機能の強化

• 新たな市場創出



「健康日本２１」中間評価における
暫定データから見た現状

• 栄養・食生活

– 中高年の男性の肥満者の割合が増加傾向にあり、

３０歳代から６０歳代の男性の約３割が肥満者と

なっている。

– 食塩摂取量や脂肪エネルギー比率は若干低下傾向を
示しているが、野菜摂取量は１日３５０グラムという

目標に向けた増加傾向は見られていない。



「健康日本２１」中間評価における
暫定データから見た現状

• 身体活動・運動

– 日常生活における歩数は２０１０年までに、

男性９，２００歩、女性８，３００歩といった目標が
あるが、策定時に比べむしろ減少している。

– 運動習慣者の割合は、男女とも２０歳代から

５０歳代では必ずしも増加していない。



関係者の役割と今後の見通し

• 行政：厚生労働省

• 行政：都道府県

• 保険者

• 国民 〈三方一両損？得？〉

• 患者

• 医療提供者



生活習慣病の現状

生活習慣の変化や高齢者の増加等によって・・・

→生活習慣病の有病者・予備群が増加

生活習慣病の現状 （粗い推計）

・糖尿病 ：有病者 ７４０万人／予備群 ８８０万人
・高血圧症：有病者３１００万人／予備群 ２０００万人
・高脂血症：有病者３０００万人

・脳卒中 ：死亡者数 １３万人／年
・心筋梗塞：死亡者数 ５万人／年

・がん ：がん死亡者数 ３１万人／年
（例：胃５万人、大腸４万人、肺６万人）

例えば糖尿病は、5年間で有病

者・予備群を合わせて1.2倍の

増加



糖尿病による合併症

• 失明 年間 ３,５００人

• 人口透析導入 年間１４,０００人
４００～５００万円×３５００人＝約１６０億円

• 足の切断 年間 ３,０００人



医療保険者による保健事業の
取組強化

健診未受診者の確実な把握、保健指導の徹底、
医療費適正化効果までを含めたデータの蓄積と効
果の評価といった観点から、医療保険者による保健
事業の取組強化を図る。

→ 医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健
診・保健指導の実施を義務付け

→健診受診率２０％アップ
有病者・予備軍２５％削減
医療費２兆円抑制（２０１５年）



都道府県健康増進計画改定
ガイドラインについて

都道府県健康増進計画の内容充実の基本的な方向性

１．地域の実情を踏まえた具体的な目標値の設定

２．関係者の役割分担・連携促進のための都道府県の総合調
整機能の強化

地域・職域連携推進協議会を開催
（保険者間の調整・連携は保険者協議会を活用）

３．各主体の取組の進捗状況や目標の達成度の評価の徹底



メタボリックシンドローム対策

総合戦略事業〈都道府県〉
＜補助対象事業＞
○事業企画・評価委員会（仮称）の設置
○事業実施計画策定及び評価

・実施計画の策定（対象者、事業規模、実施体制など）
・都道府県健康増進計画改定ガイドライン（暫定版）の評価
・健診・保健指導プログラム（暫定版）の評価（委託基準を含む）

＜当該補助事業と連動して地方交付税措置（ヘルスアッププラン）を活用し
て県で実施する事業＞

○保健師・管理栄養士等に対する研修の実施
○都道府県健康・栄養調査の実施
○都道府県健康増進計画の改定（地域・職域連携推進協議会）

＜その他補助事業＞
○地域・職域連携推進協議会の設置・運営
○研修計画の策定



メタボリックシンドローム対策
総合戦略事業〈医療保険者〉

健診・保健指導プログラム（暫定版）及び健診・保健指導の委託基準（暫

定版）に基づき、４０歳以上７５歳未満の被保険者及び被扶養者に対す
るメタボリックシンドロームに着目した健診及び保健指導を実施

①メタボリックシンドロームに着目した健診・保健指導の実施（アウトソーシン
グを含む）

②結果の取りまとめ、保険者協議会及び都道府県への報告

③保険者協議会を通じた他保険者サービス利用に関するガイドライン案の
作成・実施



医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算

○項目
・特定健診の受診率（又は結果把握率）

・特定保健指導の実施率（又は結果把握率）

・目標設定時と比べた内臓脂肪症候群の該当者・
予備群の減少率

平成２５年度より、後期高齢者医療支援金について、以下の項目の目標達
成状況をもとに加算・減算

１２



特定健診等実施計画の参酌標準およ
び後期高齢者支援金の加算減算

• 全国目標 Ｈ２４ Ｈ２７

１，特定健診実施率 ７０％ ８０％

２，保健指導実施率 ５０％ ７０％

３．メタボ該当者及び １０％ ２５％

予備軍減少率 （Ｈ２０比） （Ｈ２０比）



保険者協議会との関わり

• 医師国保として参加 ：１５

• オブザーバーとして参加 ：３７

• 保険者の同意による正式参加 ：２

（知事の承認）

• 問題点

・予算 ・事業 ・その他



地域・職域連携推進協議会の役割

• 地域・職域を網羅した健康づくり政策の推進

ｰ 都道府県健康増進計画の見直し

– 生活習慣病対策と介護予防対策との連携

– 保健事業の実施体制の整備

– 健診・保健指導事業が適正に実施されているか
等の全般の評価

• 今後第３者評価機構や不服申し立て・審査機関等の設
置母体とする方向で検討



地域・職域連携推進協議会

１，地域・職域連携推進協議会に都道府県医師会、
郡市区医師会として参加

２，健保被扶養者の健診、保健指導の受け皿

３，様々な関係団体の参加：医師会が主導的な役
割を担う事が必要



健診・保健指導機関が
基準を満たしているか

• 重要事項に関する情報公表

• 健診・保健指導実施者の基準を明記する予定

• 支払機関に届け出る際に規定の概要を公表してい
るホームページのＵＲＬも届け出る

• 保険者はこのＵＲＬから各機関の情報を入手

• 横断的な情報提供サービスは保険者団体や民間業
者で

• 保険者の資料収集や疑義照会を担保するため、契
約書に明記



健診・保健指導機関の評価

• 保険者が利用者等からの情報収集、健診・
保健指導機関への資料提供や疑義照会、実
施後の評価項目も含めて総合的に評価

• 情報収集や照会等を行った保険者が、保険
者協議会で報告し、集合契約の継続の可否
も含めて評価



健診の実施に関するアウトソーシング

• 利用者の利便性に配慮した健診

• 保険者が適切な健診の実施状況を確認する
上で必要な資料の提出等を速やかに行う

• 必要な研修を定期的に実施

• 適切かつ継続的に実施することができる財務
基盤を有する

• 再委託の際は本基準を遵守すること



健診の実施に関するアウトソーシング

• 健診機関内に掲示、ホームページ等で公表

１，事業の目的、運営の方針

２，従業者の職種、員数、職務内容

３．営業日、営業時間

４，健康診断の内容、価格、その他の費用

５，事業の実施地域

６，緊急時の対応

７，その他



健診の実施に関するアウトソーシング

• 健診実施者に身分を証明する書類を携行

• 健診実施者の清潔の確保、健康状態等管理、
設備、備品等の衛生的管理

• 虚偽または誇大な広告を行わないこと

• 受診者からの苦情に迅速かつて規制に対応
するため窓口を設置し、対応し、記録する

• 従事者及び会計に関する記録を整備



保健指導の実施に関する
アウトソーシング

• 指導を行う場合、商品等の勧誘・販売を行わ
ない

• 地位を利用した不当な推奨・販売等を行わな
い

• 統括者の氏名及び職種の掲示、公表



平成２０年度において特定健診の
対象となる人数について（推計）

56,1881,78525,7113,5776810,43714,610合

計

8,7901,062283,5524,148被扶養

者

47,3981,78525,7112,515406,88510,462被保険

者
40～74
歳

加入者
数

合計国保

組合

市町村

国保

共済

組合

船員

保険

組合

健康保
険

政府管
掌健康
保険

厚生労働省保険局推計

単位：（千人）



特定保健指導対象者数の推計

• 動機づけ支援

４０～６４歳 １１，０％

６５～７４歳 ２２，７％

• 積極的支援

４０～６４歳 １５，２％

約１４００万人

治療中 約１０％



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

１．保健指導対象者の選定方法について

（１）ステップ１について

○（１）腹囲一定基準以上、（２）腹囲一定基準未満

かつＢＭＩ２５以上、（３）それ以外のうち、

（１）、（２）の該当者は、（３）の該当者に比べて、予防効

果が多く期待できるため、（１）（２）の該当者を特定保健指

導の対象者とすべきではないか。

○腹囲は基準以上であるが、高血圧等のリスクがない者に

ついては、リスクがある者と比較して、脳・心臓疾患のリス

クが低いと考えられるため、動機付け支援ではなく、情報

提供としてはどうか。



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

１．保健指導対象者の選定方法について （続き）
（２）糖尿病等の生活習慣病について服薬中の者の取扱い

○血圧降下剤、血糖降下剤等を服薬中の者については、

主治医による指導とは別に、特定保健指導を実施する必

要があるのか。

○脳卒中、虚血性心疾患、腎不全等の不可逆性の生活習

慣病に罹患している者については、医療機関において厳

密な管理が必要があり、特定保健指導を実施する必要

はないのではないか。

医療での対応



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

１．保健指導対象者の選定方法について

（３）年齢について
○若年期に生活習慣の改善を行った方が、予防効果

が多く期待できると考えられるため、若年期に、重
点的な保健指導を実施する方が効果的ではないか。

○前期高齢前者（６５才～７４才）については、ＱＯＬの低

下に配慮した生活習慣の改善が重要である。
○前期高齢者では、介護予防の観点からの対策が必

要となるため、介護保険法に基づき、地域支援事業
が実施されること、各学会のガイドラインでも６５歳
を管理を行う上での一つの区切りとしていること等
の理由から、６５歳を特定保健指導を実施する上で
の区切りとしてはどうか。



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

１．保健指導対象者の選定方法について （続き）
（３）年齢について（続き）

○上記のことから、前期高齢者については、積極的支援の

対象者となった場合でも、動機付けにとどめておくなどの

対応が考えられるのではないか。

○血圧降下剤、血糖降下剤等を服薬中の前期高齢者につ

いては、生活機能・運動機能の低下に応じて慎重に保健

指導が行われる必要があることから、医療保険者等によ

り、特定保健指導を実施するよりも、医療機関において

適切な対応がなされることが重要ではないか。



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

１．保健指導対象者の選定方法について（続き）

（４）ＬＤＬコレステロール、喫煙歴、尿酸の取扱い

○暫定版で示された階層化基準を用いた場合、メタボリック

シンドロームの予備群者であっても、大多数がＬＤＬコレス

テロール等のうち１項目以上該当するため、積極的支援

となる。

○メタボリックシンドロームの診断基準として用いられている

項目と、それ以外の項目については、重み付けを適切に

行う必要があるため、ＬＤＬコレステロール等の取扱いを見

直す必要があるのではないか。



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

１．保健指導対象者の選定方法について

（５）質問票の取扱い

○ステップ４（質問票）については、特定保健指導対

象者の選定は、血液検査等の客観的な指標に基

づき実施し、質問票については、保健指導対象

者の中で、優先的に保健指導を実施する者を選

定するために用いるべきではないか。



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

２．保健指導判定値及び受診勧奨判定値について

（１）受診勧奨判定値の取扱い

○暫定版における受診勧奨判定値は、糖尿病、高血圧、高脂
血症等、各疾病の診断基準を用いているものが多く、検査項
目により、判定値を超えた場合の意味合いが異なる。

○血圧については、安静時において測定されているか否か、中
性脂肪については、空腹時に採血されているか否かにより、
大きく値が異なるなど、適切に測定が行われていない場合に
は、再測定を行うことが重要ではないか。



標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点

２．保健指導判定値及び受診勧奨判定値について

（１）受診勧奨判定値の取扱い（続き）
○通常、軽度の異常の場合には、生活習慣改善のための指

導が服薬よりも優先して行われる。
○上記のことから、血圧、中性脂肪等については、軽度の異
常の場合（現行の受診勧奨判定値を若干超えた場合）、医
療保険者等は、受診者の健診結果を受診勧奨判定値を機
械的に当てはめ、受診勧奨とするのではなく、健診機関等の
医師が、特定保健指導を優先するか否かを判断するととも
に、特定保健指導を優先しない場合には、年齢等を考慮した
上で、医療機関を受診する必要性を判断し、受診者に通知
すべきではないか。
○ただし、血圧、中性脂肪等について、直ちに医療機関を受
診すべき基準があることが望ましいのではないか。



３．詳細な健診（精密健診）を実施する要件

○心電図検査については、虚血性心疾患、心肥大
等を把握することが可能であるため、対象者につい
ては、前年の健診結果において、(1)高血圧症、高
脂血症、糖尿病、肥満等のリスクが複数有している
者としてはどうか。

○眼底検査については、高血圧性変化、動脈硬化
性変化等を把握することが可能であるため、対象者
については、前年の健康診査の結果において、高
血圧症、高脂血症、糖尿病、肥満等のリスクが重複
している者を既往を有する者としてはどうか。

標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点



３．詳細な健診（精密健診）を実施する要件

○労災保険の２次健康診断等給付では、４つのリス
クすべてを有している者を追加検査の対象としてい
る。

○健康診査の結果から、医療機関を受診する必要
がある場合には、詳細な健診についても、医療機関
において、必要に応じて実施する。

標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）の
見直しに係る論点



保健指導判定値と受診勧奨値

判定値 勧奨値
• 血圧（収縮期） １３０ １４０
• 同（拡張期） ８５ ９０

• 中性脂肪 １５０ ３００
• ＨＤＬコレステロール ３９ ３４
• ＬＤＬコレステロール １２０ １４０
• 空腹時血糖 １００ １２６

• ＨｂＡ１ｃ ５．２ ６．１
• ＡＳＴ（ＧＯＴ） ３１ ６１
• ＡＬＴ（ＧＰＴ） ３１ ６１
• γＧＴＰ ５１ １０１

• 血色素量 １３．０（男性） １２．０（男性）
１２．０（女性） １１．０（女性）



II 今回の要件の位置づけ

○現時点では、保健指導の効果に関する研究はエビ
デンスとして蓄積されつつあるが、実践レベルでの
検証が不十分であることを踏まえ、保健指導を実施
する機関の創意工夫による有効な保健指導の提供
を促進する観点から、当面は、最低限実施すべき要
件のみを暫定的に設定する。このため、高齢者医療
確保法の施行後においては、保健指導実施機関に
よる多種多様な保健指導の実績・成果を蓄積・分析
する中で、最低限実施すべき要件の評価を行うとと
もに、有効な保健指導の要件を整理していくことと
する。

特定保健指導の実施要件について（案）



特定保健指導の実施要件について（案）

I 特定保健指導の実施要件（最低要件）
動機づけ支援
●面接による支援（個別／グループ）
●６か月後の評価（通信等）
積極的支援
●３か月の支援
●初回時面接による支援（個別／グループ）
●個別／グループ／電話／e-mail による定期的で頻回な支援
●電話又はe-mailのみで継続的な支援を行う場合には、e-mail、ＦＡＸ、手紙
等により、初回面接支援の際に作成した行動計画の実施状況について記載
したもの（別紙例）の提出を受けて行う支援を３回以上実施すること
●中間評価
●６か月後の評価（通信等）

※グループ支援は、グループ全体への支援と行動目標および行動計画の
作成、行動目標の達成状況の確認、評価等個別への支援の両方を含む。
※グループ支援は、１グループ８人以下とする。



特定保健指導の実施者の範囲について（案）

１ 特定保健指導実施者のうち保健指導事業の統括者の範囲

○ 医師、保健師、管理栄養士
注）一定の研修の修了者であることが望ましい。

２ 特定保健指導実施者のうち初回面接、対象者の行動目標・
支援計画の作成、保健指導の評価に関する業務を行う者の範
囲

○医師、保健師、管理栄養士
○一定の保健指導の実務経験のある看護師（ただし、施行後

５年間に限る）

注）一定の研修の修了者であることが望ましい。



特定保健指導の実施者の範囲について（案）

３ 特定保健指導の実施者の範囲

○医師、保健師、管理栄養士その他栄養指導又
は運動指導に関する専門的知識及び技術を有する
者

※ 例えば、
・健康運動指導士

・ＴＨＰ指針に基づく運動指導、産業栄養指導、産業保健指
導担当者



運動強度・身体状況とメディカルチェックの
イメージ

（あいち健康の森健康科学センター 津下 私案）

MC
推奨

要MC

要MC

MC＋

段階的
評価

MC
推奨

要MCMC
推奨

要MCMC
推奨

健常 予備群 良好 不良 合併症

３メッツ未満
日常生活レベル

８メッツ以上
マスターズ大会参加

５～6メッツの

運動

３～4メッツの

運動

メタボリックシンドローム
生活習慣病





運動量＝運動の強さ×時間

• EXA（エクサ）＝メッツ×時間

• １エクサ＝３メッツ×１/３時間（２０分）

• １エクサ＝６メッツ×１０分



運動処方のポイント

• 運動の種類・・有酸素運動を主体

筋力トレーニング・ストレッチングを組み合わせ

• 運動強度・・3メッツ程度から。

高強度の運動をいきなり始めないこと。

• 運動時間・・5分、10分でもOK
トータルの時間を確保する。

• 頻度・・・週あたりの基準量を確保できるとよい。



• 望ましい運動習慣は週２３エクサ！！

• そのうち４エクサは、活発な運動を！！



健診データとレセプトデータの突合

• 健診データ・レセプトデータの保険者への集積

• 保険者機能の飛躍的強化

• レセプトとの突合

• 個人情報保護

• レセプトの目的外使用

• 管理医療、医療への介入

〈データは本人管理、かかりつけ医のバックアップが原
則〉



第３者評価機構について

• 保険者、健診・保健指導実施機関に対する第３者評
価機構が必要

• 医療機能評価機構（ただし評価を受けるものの負担
が過大とならないようにする）や、介護保険不服申し
立て制度、医療保険審査システム等を参考とし、制
度発足後できるだけ早期に設立する。

• 評価機構には保険者、健診・保健指導担当者、医
療担当者、法律家、学識者等の参加を検討

• 調査、指導権限を持たせる



実施体制についての課題

• 償還払いは受診意欲をそぐ。窓口負担以外
は後で決済する方式

• 被扶養者の健診・保健指導は利便性を考え、
市町村国保に実施を委託することも選択肢に

• 健診機関から保険者に確実にデータ送付す
る仕組みの構築



委託方式をめぐる課題

• 大量の事務が発生するため代行機関の設
置を検討する

• 保険者間の委託は年度当初の短期間に
それぞれが結ぶ必要があり、契約を束ね
る団体が必要

• 各健診機関と被用者保険が契約する場合、
健診機関の取りまとめ団体が必要

• 既存の多様な委託様式の継続



健診・保健指導機関情報

健診・保健指導の受託パターン例

診療所
病院

医師会検査・
健診センター

診療所
病院

医師会検査・
健診センター

被扶養者等

地
域
医
師
会

地域医師会
保健指導機関

その他

年齢

性別

多重リスク
者

糖尿病

疾患・属性
別

その他

指導教室

個別面接

運動指導

食生活指
導

指導内容
別

積極的支援

動機付け支援支援レベル
別

部分受託全面受託

【保健指導受託パターン例】

地域医師会
健診機関

各
市
町
村
国
保

糖尿病対策推進会議

地域の資源
・保健師
・管理栄養士

・健康運動

指導士等

運動施設

健
保
連
等

代
行
機
関



広域連合の実施体制

• 市町村に委託

・被保険者からの健診の申し込み受付

・被保険者への受診券の発行

・健診機関からの健診結果の受付

・健診結果の被保険者への通知

・健診機関からの請求の確認

• 全部委託か一部委託

実施に当たっては各広域連合と市町村で判断



その他の制度との関係

• ７５歳以上、４０歳未満の健診
従来どおり、実施主体と折衝、財源は保証、今後
要注意

• がん検診
従来どおり、実施主体と折衝、
利便性を配慮

• 介護保険：生活機能評価
従来どおり介護保険で実施

• 受診者の利便性尊重、重複を避ける



後期高齢者に対する健診・保健指導

• 生活習慣改善よりＱＯＬ確保、介護予防

• 疾病早期発見のための健診は重要

• 腹囲は不要

• ＥＣＧ等は医師の判断、医療で

• 生活習慣病で受療中の場合、健診不要

• 健康相談、指導の機会を確保

• 健康診査と生活機能評価は共同で実施



今後の重要課題
• 統一料金設定の検討（予防保険制度創設の是非）
• 健診の基盤整備と精度管理
• 保健指導の基盤整備と精度管理
• 行政・保険者との折衝・連携
• 看護協会、栄養士会等との連携
• 労働安全衛生法との整合性
• 被扶養者の健診・保健指導実施体制整備
• アウトソーシングの把握、評価
• 第３者評価機構のあり方



医師法第１条

医師は医療および保健指導を掌る
ことによって公衆衛生の向上および
増進に寄与し、もって国民の健康な
生活を確保するものとする



ご静聴ありがとうございました

日本医師会常任理事

内田 健夫


